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要 約
本稿は、国際人口移動の非受入国から受入国に転換しつつある現代日本のアクターが、移住者に対する
行動を従来のかたちから変更できる可能性があるとすれば、それはどのような条件の下なのかを、考察す
る。第１章は、近代国際社会への参入以来、日本が経験してきた国際人口移動の特徴を探る。２０世紀の日
本が、冷戦期を除き継続して経験してきた国際人口移動は、そのときどきの日本の国際関係の特徴を反映
している。この意味において国際人口移動は、日本の国際関係にとって「通常のできごと」として性格づ
けられる。第２章は、受入国アクターの行動の変化の一つの例として、移住者に安全を提供することがど
のような条件の下で可能かを検討する。国家の構成員はすなわち国民であると前提した場合、国際人口移
動の受入国の一つである日本が、移住者に安全を提供しない（できない）状況が発生する。しかし、国民
と国内に滞在中の移住者とに共通する新たなアイデンティティが形成され、両者をともに国家の構成員と
認識することができたならば、安全の提供を開始できる可能性が期待できる。このような地域に共通する
アイデンティティの形成には長い時間を要する。だが今日の国際関係と国際人口移動のしくみが現実的に
把握されたならば、その形成の可能性は大きくなると考えられる。
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は じ め に
国際関係を相関論の観点から認識するととも
に、国際人口移動を世界システム論の観点から
説明する場合、国際人口移動の受入国はその構
成員に、国民だけでなく国内に滞在している移
住者を含めることが可能であることを、滝
（２０１０）は主張した。この議論に基づいて本稿
は、国際人口移動の非受入国から受入国に転換
しつつある現代日本のアクターには、移住者に
対する行動のしかたを従来のものからどのよう
に変えられる可能性があるかを考察する。
本稿の第１章は、１９世紀後半以降の日本が経
験した国際人口移動をどう特徴づけることがで
きるかを考察する。つまり、近代以降の日本に
とって、国際人口移動とは国際関係上における
「非通常のできごと」なのかどうかを考える。
第２章は、国際人口移動の受入国の一つである
日本のアクターが、移住者に対する行動のしか
たを、非受入国であった時期からどう変化させ
ることが可能かを考察する。
本稿の主張をここで予め示しておきたい。国
際人口移動の受入国のアクターが持つ国際関係
認識は、その国に到着した移住者に対する行動
のしかたに、次のように影響する。受入国のア
クターが原子論的な国際関係認識を持つ場合、
国際人口移動は受入国にとっての「非通常ので
きごと」として理解され、移住者（外国人）に
対する差別を正当化する主張を補強することが
できる。これに対し相関的な国際関係認識の下
では、国際人口移動が「通常のできごと」とし
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て理解される。これに伴って、移住者（外国人）
に対する差別の正当化は困難になる。
１．近代以降の日本が経験した国際人口移動
国際人口移動は送出国と受入国の間の連関の
形成の反映であることを、滝（２０１０）は示した。
このような国際人口移動の特質は、近代以降の
日本が経験した国際人口移動にも該当するだろ
うか？このような問題意識から第１章では、近
代国際社会に参入して以降の、日本をめぐる国
際人口移動の特徴を概観する。この概観は、日
本の国際関係の構造的変化を考慮して、１９世紀
末から１９４５年まで、１９４５年から１９７０年まで、そ
して１９８０年代以降の３つの時期に分けて行う。
なお日本と東アジアの経済的な関係が国際人口
移動の条件になる結びつきも形成していること
を示唆する事例として、１９７０年代以降のタイの
農村部についても概観する。
 １９世紀末から１９４５年
１８６８年に明治政府が成立して以降の日本は、
欧米諸国からの外国人と中国人を外国人労働者
として受け入れた（森１９８６：１９８‐９）。一方で
日本からアジアへの移民は、１８７６年に開始され
ている（高崎１９９３a：vii）。
２０世紀前半の日本も、１９世紀後半と同様に、
入移民と出移民の双方を経験した。まず出移民
に関していえば、移民の送り出しは国家政策と
して行われた（依光２００６：２３６‐７）。田中（１９９５）
は１９世紀後半から１９４５年までの日本人の出移民
の概要を、次のように整理している。まず１８６８
年以降の日本人の出移民の主要な目的地は、北
米であった。ついで２０世紀に入る頃から、中南
米と東南アジアへの移民も行われた。またこの
頃から、日本からの出移民の多いことが、日米
間の外交問題までに発展したようである。１９２４
年に米国は、連邦排日移民法を制定した。これ
以降、１９２５年から１９４１年までの期間において
は、北米への移民は完全に杜絶しなかったとは
いえ、以前に比べると人数が激減した。こうし
た北米への出移民の減少の結果、１９２５年以降の
日本人の出移民の目的地は、中南米と東南アジ
アに絞り込まれた。一方で１９３２年以降、「満州」
への出移民が始まる。１）１９４２年以降には、日本
人の出移民の目的地が「満州」のみになった
（pp．２０６‐２１２）。１９４５年の時点で朝鮮・中国・
樺太・台湾・南洋諸島・東南アジアなどに住ん
でいた日本人（ただし軍人を除く）は、約３５０
万人に上った（高崎１９９３a：v）。
２０世紀前半の日本の国際人口移動の経験のも
う一つの特徴は、朝鮮半島からの移住者の受入
である（森１９８６：１９９‐２０１）。２）そのプル要因と
しては、日露戦争後の好景気（鶴園２００６：２０２、
伊豫谷２００１：１８３）、ならびに太平洋戦争期の国
内産業における労働力不足が挙げられる。一方
プッシュ要因は、１９１０年の日本による韓国併合
の後に朝鮮の農村部で生じた変化である。日本
への米輸出の増加は地主・小作関係を進展させ
たり、農民層の分解に伴って農村に滞留してい
た小作農民や農業労働者が、都市雑業者や失業
者として押し出されたりする効果をもたらし
た。なお１９１０年の併合以降、日本人の朝鮮半島
への移住が始まったが、その数はそれほど大き
くなく、移民労働へのプッシュ要因とはならな
かった（鶴園２００６：１９７）。そして、１９４４年には
朝鮮人と中国人の「強制連行」が行われた（森
１９８６：１９９‐２０１）。１９４５年の時点で日本に在住し
ていた朝鮮人は２００万人以上と言われる（高崎
１９９３a：v，鶴園２００６：２０２）。３）
日本は、太平洋戦争の敗戦時にも大規模な国
際人口移動を経験した。敗戦後に外国から引き
上げてきた日本人の数は約３５０万人であった（高
崎１９９３a：xiv）。この中には朝鮮半島に在住し
ていた日本人約７０万人のほとんどが含まれる
（鶴園２００６：２０４）。一方、在日朝鮮人約２００万
人のうち、１４０万人４）が帰国した。この人たちは
主に、戦時強制動員対象者であった（鶴園２００６：
２０４）。
１９世紀後半の日本は移民の送り出し国であっ
た。２０世紀前半の日本も引き続き移民を送り出
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した。その一方で、朝鮮と台湾を併合した結果
として、国際人口移動を受け入れた。異なった
歴史を持つ国家ならびにその一部を併合したの
であるから、併合後の日本は「外から見れば紛
れもない多民族国家になった」（百瀬１９９２：
２２９）。小熊（１９９５）も、２０世紀前半の日本が客
観的には多民族国家であったことを示してい
る。ただし２１世紀の日本から振り返ってみて、
２０世紀前半の日本が「多民族国家」であったと
いう事実と、当時の日本政府ならびに民間のア
クターが自分たちの社会を主観的にどう認識
し、どのような民族間関係を形成していたのか
は、小熊（１９９８）が適切に指摘している通り、
全く別の問題である。
 １９４５年から１９７０年代まで
ヤマナカ（２００４）や鈴木（２００６）が述べてい
るように、戦後の日本が経験した国際人口移動
の規模は、２０世紀前半とは対照的に限定的であ
り、１９５０年代から１９７０年代後半まで、労働者を
含む外国人の大規模な流入はなかった
（Yamanaka２００４：４７８、鈴木２００６：１８９）。
ではこの時期の日本は、国際人口移動と全く
無縁だったのだろうか？もちろん、国境を越え
た人口移動が結果としてほとんどなかったこと
は事実である。しかし１９５０年代以降も、１９７０年
代後半以降の国際人口移動に通じる「水脈」が
流れ続けていたと言えるのではなかろうか。次
に示すように、この時期に日本が経験した国際
人口移動が限定的であったことそれ自体が、当
時の国際関係の影響を受け、さらにそのような
構造的条件の下で日本が選択し、実施した政策
の結果としての側面を持つ。
まず日本からの出移民であるが、敗戦後に北
米や南米などへの海外移住が再開された。しか
し日本国内の経済復興が「過剰人口問題」を解
消したこと（後述）に伴い、海外移住の志願者
は減少し、１９６０年代前半までに移住は停止した
（依光２００６：２３６‐７、鈴木２００６：１８９）。
次に入移民であるが、戦後の日本は少なくと
も２つの意味で、移民の受入が難しい状況に
あった。その一つは、この当時の日本がおかれ
ていた国際環境の影響であり、もう一つは日本
が実施した政策の影響である。
一つめの影響についてだが、１９４５年から１９７０
年代、つまり敗戦からデタントにかけての時期
の日本の国際関係の構造の下では、外国人労働
力の受入を困難にする次の諸要因があった。ま
ず戦前に大規模な国際人口移動があった朝鮮半
島との関係では、日韓国交正常化交渉が１９５１年
に開始されたものの、その締結は１９６５年であっ
た。５）次に中国との関係では、冷戦構造の下、
中華人民共和国との公式の交流は１９７２年までな
かった。一方東南アジアとの関係回復の時期
は、韓国や中国よりは早かった（五百旗頭編
１９９９）とはいえ、移住を可能にする条件（各国
の国内経済の状況や国際的な交通機関を利用で
きる可能性）がなかったと考えられる。
二つめの影響は、上記と関連している。すな
わち、この当時の日本の出入国管理政策も、朝
鮮半島からの外国人労働力の受入を困難にし
た。戦後日本の入国管理政策は、在日韓国人・
朝鮮人の密入国取り締まりを主な対象とした
（鈴木２００６：１８７）。というのも、当時の日本政
府は、戦前あるいは戦中から日本国内に住む約
６０万人の韓国・朝鮮人を、国内の治安にとって
の脅威と見なしていたからである（Yamanaka
２００４：４７７‐８）。６）ちなみに１９５０年に入国管理庁
が設置されたのは、朝鮮戦争の勃発を契機とす
る（鈴木２００６：１８９）。
１９５０年代の日本には国際人口移動を受け入れ
ることが困難であり、かつ受け入れない政策を
政府が実施したことに伴い、国内の経済復興は
（メインストリームの日本人の目から見た場
合）日本人の労働力のみで行われた。その後１９６０
年代後半には、国内の労働力不足が明らかに
なった。しかし日本政府は外国人労働力を受け
入れないことを１９６７年に決定し、この方針は
１９７６年まで継続された（鈴木２００６：１８９）。
戦後日本の経済成長が外国人労働者の受入れ
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なしで可能であったのはなぜか。経済学者の森
（１９８６）は、重化学工業化に必要な労働力の供
給源が日本国内に存在したからであると指摘す
る（p．２０２）。１９５０年から１９７０年までの間に農村
部から都市部に供給された労働者の数はおよそ
８００～１，０００万人に上ると推定されている（森田
１９８７：１１；伊豫谷２００１：１９４）。この結果、１９５０
年に４８％であった日本の第一次産業の就業人口
比率は、１９８０年に１０％に低下している（森田
１９８７：１１）。
さらに、国内労働移住への数量的な依存のみ
にとどまらず、次に示すような形での労働力の
質的な活用も実施された。社会学者の伊豫谷
（１９９２）によると、戦後日本の経済成長の背景
には、少なくとも三種類の労働力の活用がある
という。第一に、技術革新を通じて労働生産性
の引き上げに成功したこと（１９６０年代当時の日
本の水準に比べて）。第二に、長時間労働なら
びに女性・高年齢者を含む労働力の活用が可能
であったこと。第三に、企業内での配置転換、
産業構造の変化に伴う国内労働力の移動、臨時
工・社外工を正規採用することで労働力不足を
中小下請け企業に転化するなど、労働市場の柔
軟性を維持できたこと（p．１０５）。
第２次世界大戦後の経済復興の過程におい
て、外国人労働者の導入が西欧諸国で行われた
一方、日本で行われなかったことは事実であ
る。しかしこのことと、戦後の日本が追加的労
働力の供給を必要としなかったこととは別であ
る。この節で示した通り、農村から都市への大
規模な人口流出が労働力を供給したし、さらに
生産性を上げるための方策も実施された。従っ
て、森田（１９８７）が指摘する通り、戦後の経済
発展の過程における労働力の供給のあり方を西
欧と日本で比較した場合、外国人労働者に依存
せずに実施できたという点では日本は西欧諸国
とは異なる。しかし周辺部からの追加的労働力
を必要としたという点においては、日本も西欧
諸国と同様であり、例外ではなかったと言える
（pp．１１‐２）。７）
 １９７０年代以降のタイ農村部
前節では、第２次世界大戦後から１９７０年代後
半までの日本にとって、隣接する地域から国際
人口移動を受け入れることが、国際関係の構造
的要因のために困難であったことを示した。し
かしその一方、別の地域においては国際人口移
動の条件が形成されていたと考えられる。
例えば経済学者の平川（１９８７）によると、２０
世紀後半のタイでは、資本主義経済の浸透が農
村部の変容をもたらし、その結果として国内人
口移動の条件が用意されたという。平川は、こ
うした人口移動の条件形成の過程を、タイ国内
で作成された統計を用いて実証的に示してい
る。
タイ国内では１９７０年代以降、農村部からバン
コクへの人口移動が進行した。タイの全都市人
口に占めるバンコクの比率は、１９４７年には４５％
であったが、１９７０年には５５％、１９８０年には６２％
と大きく増加している（平川１９８７：３０９）。平川
は、こうしたタイ国内の人口分布の変化が、
１９６０年代以降のタイの工業化が農村部に貨幣経
済と商品経済を浸透させた結果、農村では生産
様式、生活様式ならびに社会構造が変容したこ
と、そしてこのような農村社会の解体への対
応として、農村部からバンコクへの労働移動が
発生するようになったことの結果であることを
示している。
１９７０年代のタイ中部においては、農業技術の
進歩が著しかった。具体的には二期作への転
換、農地耕起用の水牛の代替としてのトラク
ターの導入、乾季中の新品種の導入や、化学肥
料の利用などである。これらの新技術の導入の
過程において、「『水稲耕作に不可欠であったゆ

い

［結い］的共同労働の交換は完全に消失して
しま』い、賃労働がひろく普及するにいたっ
た．．．。農耕技術、経営形態、社会関係が、相
関連しつつ短期間にはげしく変化した」（平川
１９８７：３２０‐１）。
一方この時期のタイの農村部は、「生産と消
費の両面において貨幣経済に統合され、同時に
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多国籍企業と世界市場に密接に連絡されるにい
たった」。ここでいう多国籍企業とは、アグリ
ビジネスであり、その中には日本の商社や合弁
企業も含まれる（平川１９８７：３２２‐３）。１９７０年
代の初めと末期で比較すると、タイ中部の農家
の平均支出は３倍に増加している。その内訳
は、肥料代と殺虫剤代が約５倍に増加した一
方、従来はなかった労賃、輸送・燃料費が新た
に発生し、支出全体の約４割を占めている。こ
れらのデータから、タイ中部の農業が「工業製
品市場に急速に転化し、同時に労働形態におい
ても伝統的形態から賃労働形態への転換が進展
していること、そしてそのために現金支出の必
要性が増大していることが看取される」（平川
１９８７：３２２）。こうした変化の中で土地を持たな
い農民は、政府による農村開発事業の恩恵も受
けられず、小作農として働いたり、あるいは農
業以外の仕事に従事して賃金を受け取ったりす
るようになった（平川１９８７：３２３‐８）。
上述の変化を踏まえ平川は、「タイ農村の変
容と農民層の分解が農外労働への依存を生み出
し、しかもそれが、農村－都市労働力移動の背
景に横たわっていることが十分に推測される」
と述べる（平川１９８７：３２８）。なお農村部からバ
ンコクへの移住は、短期的で線形的なプロセス
ではなく、一定の時間を要する。タイ政府が中
部地域農村の村長を対象に行った農民の離村過
程についての調査によれば、農民がバンコクに
移住するまでには２つの段階がある。すなわ
ち、農閑期に短期間の出稼ぎを繰り返すのが第
１の段階である。そして第２の段階は、短期間
の出稼ぎを何度か経験し、一定の技術を修得し
て収入を安定的に得られるめどが立った者が、
最終的に農村を離れてバンコクに移住する、と
いうものである（平川１９８７：３２９‐３０）。
工業化の過程における貨幣経済と商品経済の
農村部への浸透に伴い、農村部社会の変容が生
じ、そしてこの変容がタイの国内人口移動の条
件を形成したことが示された。貨幣経済と商品
経済の農村部への浸透とは、農村部が多国籍企
業と世界市場とに結合されたことを意味する。
この多国籍企業には、日本の商社や合弁会社も
含まれる。従って、少なくとも平川が論じた事
例に関しては、日本のアクターも（意図しなかっ
た結果として）タイと日本の間の国際人口移動
の条件を形成していたと考えられる。なお、こ
うした条件の意図せざる形成は民間企業のみに
止まらないことも考えられる。例えば日本政府
は１９７０年代末以降、カンボジア内戦に関わる問
題の解決のため、同国に隣接するタイへの ODA
を、それ以前よりも増加させている（Hook et al.
２００５：２５２）。
農村部からバンコクへの移住者のすべてが、
外国に移住したわけではない。しかし、国内人
口移動の存在は、次に見るような国際労働移動
の条件を形成したと考えられる。１９６０年代には
アメリカへの頭脳流出（専門技術者、医師等）
があった。１９７３年頃からはヨーロッパへの労働
者の派遣が、さらに１９７５年頃（石油危機以降）
から中東への労働者の輸出が始まった。中東
ブームの終了後、１９８２年頃からはマレーシア、
シンガポール、ブルネイなどに労働者が流出を
始めた。１９８７年の時点では、外国で働くタイ人
は３０万人、うちおよそ２３万人が中東と推定され
ている（桑原１９９１：１０８‐９）。
経済の国際化は労働移住を準備する。サッセ
ン（１９９９）は、１９７０年代以降の日本経済の国際
化は「潜在的な移民送り出し国との橋わたし」
を行う効果があったと述べる（pp．１５６‐７）。ツ
ダとコルネリウス（２００４）も、同様の趣旨を述
べている（p．４４７）。従って、戦後日本が経験し
た国際人口移動の推移（図１、図２）を、日本
経済の対外的影響力が増加したことの反映（意
図せざる結果にせよ）と理解することが可能で
ある。
 １９８０年代以降の日本
今日の日本が経験している国際人口移動の推
移については、紙幅の制限があるため、ごく簡
潔な記述にとどめる。鈴木（２００６）は１９７０年代
国際関係の構造的変化の反映としての国際人口移動と地域アイデンティティ構築の可能性――現代日本の事例の考察――
３９
9,000,000
8,000,000
7,000,000
6,000,000
5,000,000
4,000,000
3,000,000
2,000,000
1,000,000
0
60 6555 70 75 80 85 90 96 97 98 99 2000 01 02 03 04 05 06
入国者数�
登録者数�
6,000,000
5,000,000
4,000,000
3,000,000
2,000,000
1,000,000
0
83 86 90 95 2000 01 02 03 04 05
アジア�
米国� ヨーロッパ�
（出典 法務省入国管理局２００７：３，２０）
図１ 外国人の日本への入国者数と登録者数（１９５５～２００６年、人）
（出典 法務省入国管理局２００３，２００４および２００５）
図２ 地域別の日本への入国者数（１９８３～２００５年、人）
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後半以降の流れを、「第一次論争期」と「第二
次論争期」とに区切ったうえで、次のように整
理している。「第一次論争期」は１９７０年代後半
から１９９０年代初めにかけてである。１９７０年代後
半には、インドシナ難民と東南アジアからの女
性「外国人労働者」が日本に到着しはじめてい
る。１９８０年代後半になると、日本への入国者数
が増加し（特に男性）、「外国人労働者」問題の
存在がメディアでも頻繁に取り上げられるよう
になった。この背景には、１９８５年のプラザ合意
以降の円高に伴うアジア諸国との賃金格差の拡
大、中東産油国の不況に伴うアジア諸国の移住
労働者の出稼ぎ減、日本国内の労働者不足（特
に製造業や建設業など）の要因が挙げられる。
このような状況を背景として１９８０年代の日本
では、外国人労働者をどう受け入れるべきかが
活発に論じられた。こうした議論ののち、１９８９
年に入管法が改正された。この改正は、専門的・
技術的労働者の受け入れ拡大と不法就労者対策
を目的とした。主な変更点は、在留資格制度
の整備、入国審査手続きの簡易・迅速化、
不法就労対策関係規定の整備、出入国管理基
本計画の策定である。このときの法改正がもた
らした中心的な影響は、日系人、特に日系ブラ
ジル人の急増である。ブラジル人の新規入国者
数は１９８９年に２７，８１９人だったが、１９９１年には
８３，７８５人に増加した。ブラジル人の外国人登録
者数は１９８８年末の４，１５９人が、２００４年末に２８６，５５７
人とおよそ７０倍になった（鈴木２００６）。
「第二次論争期」は１９９０年代末である。少子
高齢化による労働力不足への対応として、「外
国人労働者」への関心が再び高まった。２１世紀
に入ってから日本政府の EPA交渉が本格化し
たことに伴い、フィリピンとインドネシアから
の看護師ならびに介護士の受け入れが合意さ
れ、すでに実施されている（鈴木２００６）。また
外国人観光客の受入数を２０１０年までに１，０００万
人に増加させることも、日本政府は目標として
いる（国土交通省２００７）。
つまり日本の出入国管理政策の中心的な課題
は、在日韓国人・朝鮮人への対応から、朝鮮半
島以外の地域からの外国人労働者の受け入れへ
の対応へと変化した。この変化は、ポスト冷戦
期の世界秩序の過程に対して日本が行っている
新しい対応が、ヒトの移動に関する面において
も起きていることを示す。
この章で行った議論は、次のようにまとめる
ことができる。１９世紀後半から２０世紀前半の間
に日本は、国際人口移動の送出国から、送出国
兼受入国になった。この時期の受け入れは、主
に朝鮮半島からであった。１９４５年から１９７０年代
の時期の前半においては、国際関係の構造的要
因のため国際人口移動の受入が困難であった
が、その一方で労働力の不足も認識されなかっ
た。しかし、この時期の後半には労働力不足が
発生し、外国人労働力を受け入れる可能性も検
討された。だが外国人の労働力には依存せず、
日本国内の労働力を従前以上に効率的に活用す
るという方針を日本は決定し、実行した。一方、
１９７０年代のタイ農村部における貨幣経済と商品
経済の浸透は、同国内部での人口移動ならびに
国際人口移動の条件を形成した。こうした経済
開発の過程に日本企業も関与している事例もあ
る。このことは、タイからの国際人口移動が、
日本の経済的影響力の意図せざる反映としての
性格を持つことを示唆している。１９８０年代以降
の日本は、国際人口移動（特に外国人労働者）
の受入れをめぐり二つの「論争」を経験した。
また日本にとっての国際人口移動への対応にお
ける主たる課題が、冷戦期からポスト冷戦期に
至り、変化していることが明らかになった。
この章では、人口移動の「中心」に位置した
２０世紀の日本は、異なった「周辺」（朝鮮半島、
日本国内の農村部、東南アジア）から人口移動
を受け入れてきたこと、そしてそのような受入
は１９４５年から１９７０年代後半までの時期を除い
て、概ね継続してきたことが示された。よって、
冷戦期を除くと、日本が経験した国際人口移動
は、日本の国際関係にとって「通常のできごと」
と性格付けることが可能であると考えられる。
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本稿のねらいは、国際人口移動の非受入国か
ら受入国に転換しつつある日本のアクターに
とって、移住者に対する行動のしかたを従来の
ものから変えられる可能性があるとすれば、そ
れはどのようなものなのかを考察することであ
る。この考察に先立ち、その基となる議論を、
次に整理しておきたい。
滝（２０１０）の第１章は、日本と東アジアの国
際関係の特徴と、国際人口移動が受入国の特性
に及ぼす影響とを確認した。まず前者につい
て、冷戦後の世界秩序は、地域化とグローバル
化の同時進行の下で形成されつつある。この過
程の中で、複数の国家がお互いに他の国家から
隔絶して存在することは、困難になってきてい
る。この状況は日本と東アジアの関係にも該当
する。東アジアにおける地域化の過程に、日本
は積極的に関与している。その結果として日本
と東アジアの関係も深まっていることが、日本
と東アジアの今日の国際関係の特徴である。後
者については、国際人口移動が国家の三つの構
成要素のうち領域と構成員を変化させること
と、この特性の変化に応じて、国家の構成員と
して国民に加え、国内に滞在している移住者も
含めて考えることが可能であることが示され
た。このような考え方をすることは、原子論的
な国際関係認識からは困難かもしれないが、相
関論的な国際関係認識からは可能であることも
述べた。
滝（２０１０）の第２章は、国際人口移動の送り
出し国と受入国を一つのつながりとしてとらえ
ることが可能か、また、それが可能な場合、受
入国が国際人口移動の特質をどう認識できるか
を検討した。
まず国際人口移動を説明する代表的な５つの
理論を比較したところ、これら５つの理論のう
ち世界システム論のアプローチは、相関論的な
国際関係認識と整合性が高いことが分かった。
国内人口移動と国際人口移動のいずれにも出発
地と到着地が存在することと、経済開発とを関
連付けると、人口移動の出発地と到着地は、そ
れぞれ経済開発の周辺と中心としての性格を与
えられることが分かった。このような共通点が
国内人口移動と国際人口移動にある一方、相違
点は、移住者が移動する距離の大小、ならびに
出発地－到着地間に法律的な国境が存在するか
否かである。さらに、これらの違いにもかかわ
らず国際人口移動を可能にする条件を形成する
要因として、国際資本移動に着目することの重
要性も示された。
国際人口移動の受入国は、国家形成（＝政治
経済圏の形成）の過程で過去に「国内」８）人口
移動を経験した可能性が高い。過去の「国内」
人口移動と今日の国際人口移動とは、移動の規
模と関係する法域とに関しては異なる一方、移
動が起きるしくみに関しては類似している。さ
らに、国際資本移動の影響を考慮に入れると、
国際人口移動は受入国が全く関与していない
「外的な力」や「外圧」９）であるとは限らない。
これは、資本輸出が国際人口移動の条件を形成
すること、そしてそのために資本輸出国が意図
せざる結果として国際人口移動の受入国になる
場合があることを意味する。
次に本稿の第１章は、近代以降の日本がどの
ような国際人口移動を経験してきたかを、３つ
の時期に区分して振り返った。まず１８６８～１９４５
年の日本は、移民の受入国から、送出国兼受入
国へと変化した。この時期の国際人口移動の受
け入れは、主に朝鮮半島からであった。これは
つまり、日本と朝鮮半島の間の中心－周辺関係
を反映していたと言える。次に１９４５～１９７０年代
の日本は、前の時期とは対照的に国際人口移動
の非受入国であった。ただし経済成長の実現の
ために人口移動（＝労働力の追加供給）は必要
であった。この当時の日本が置かれた国際関係
の構造の下では、国際人口移動の受入は困難で
あった。しかし敗戦直後の日本人の帰還が、国
内人口移動を可能にした。つまり人口移動に関
する農村部（周辺）－工業地（中心）の関係が、
日本の領域内で形成されていたのである。さら
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に１９７０年代のタイ農村部での開発と人口移動の
関係を見たところ、農村部の資本主義経済への
編入の後に、国内人口移動が発生していたこと
が示された。そして国内人口移動は国際人口移
動の条件となる。このようなタイ農村部での動
きに、日本資本の流入も影響を与えているとい
うことは、人口移動に関する農村部（周辺）－
工業地（中心）の関係が、タイと日本の間で国
際的に形成され始めていた可能性を示唆する。
１９７０年代後半以降、特に１９８０年代後半以降の国
際人口移動の受入を「外圧」と感じた日本人が
いたことは事実である。実際、新たな課題への
取り組みが多方面で求められている。しかし、
今日の国際人口移動の受入は、日本にとっての
初めて課題などではないことが、ここまでで示
された。
上述の議論を踏まえ、以下では、この第２章
の冒頭に示した問いに答える事を試みる。
 地域化・グローバル化に伴う国家の領域
ならびに構成員の変容
国際人口移動の受入れは、その最前線に立つ
者にとっては経済的・文化的な変化をもたらす
影響であり、「外部からの力」と感じられるの
は当然かもしれない。しかし受入国の国際関係
の観点から見た場合、国際人口移動を１００％外
的な力と見なすことができるだろうか。既に述
べた通り、資本輸出国が国際人口移動の受入国
になる場合、このような国際人口移動は、中心
の周辺に対する経済的影響力の反映としての側
面を有する。１０）国際人口移動は世界経済の統合
の過程の一局面であり、受入国自体がこうした
統合の過程に関与していることがある。このよ
うな性格付けができる国際人口移動は、受入国
にとっての「他人事」とはいえない。これと関
連して伊豫谷（１９９２）は、アジアにおける移民
は世界経済の統合に向かう流れの一つであるこ
とを指摘している。つまりアジアにおける移民
は、アジア各国内の農村部から都市への移
住、アジア経済圏の核をなす地域への移住、
そして欧米諸国と日本への移住、のように複
数の階層に分かれて起きている。こうした労働
力移動の階層構造の形成は、「アジアにおける
労働力移動の流れが、世界的な労働力編成のな
かで再編され、世界経済の統合化のなかに組み
込まれてきたことを意味する」(p．２２９）。この
指摘に関連して、日本は東アジアの経済統合に
積極的に関与してきたことが想起されるべきで
ある。
 領域と構成員の変容と主権行使のしかた
の変更の必要性
国家の三要素のうちの領域と構成員が変容し
ていることに伴い、国際人口移動の受入国は主
権行使のしかたを変更することが必要になる。
このような変容について、日本への国際人口移
動を法学の観点から研究した広渡（１９９２）は、
国際人口移動への対応において、個別国家的利
害をこえた国際的調整が不可欠であると述べ
る。世界政治に国際的調整が必要であること
は、例えば地球環境問題への対応における場合
と同様である（p．６４）。労働経済学者の井口
（２００１）も、地域経済統合が国際労働移動に及
ぼす影響に対処するため、各国の対策と並んで
国際協力が不可欠であると述べている
（p．１６３）。こうした国際的調整の必要性が明ら
かになることは、グローバル化の進行に伴って
「ある国家が他の国家から隔絶して存在するこ
とがもはやできなくなったことと、人間関係が
空間と時間を超えて連結される状況が到来した
こと」に対応している（Hook et al.２００５：３７）。
 国際的調整と移住者への安全の提供
本稿で既に何度か示唆してきたように、筆者
は、国際人口移動の受入国が、国内に滞在する
外国人の安全にどう関与すべきかに関心があ
る。この問題を考察する際に重要な示唆を与え
るのが、政治思想家ロックの議論である。ロッ
クの社会契約論は、国家は自国の領域内に滞在
する外国人に対し、自然法思想に基づいて、国
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内法を適用できる権限を有すると同時に、そう
した国内の外国人に対し安全を提供する義務を
負うという主張を含む（ロック１９６８、Taki
２００８）。国内の外国人への安全の提供は、上述
のように自然法思想からも裏付けられる。また
これは、上述した世界政治における国際的な調
整を、国際人口移動の受入国（領域国）の領土
内で行うことでもある。
 地域化・グローバル化の時代に応じた新
しい集合的アイデンティティの必要性
国際人口移動の受入国のアクターが移住者に
安全を提供しない（できない）という状況があっ
たとすれば、規範的な関心からは容認しがたい
ことである。１１）しかし受入国が安全を提供しな
い（できない）こと自体は、領域国民国家の枠
組みの下で想定が可能なことではある。という
のは、受入国が国内に滞在する外国人に安全を
提供しない（できない）ことの理由として、安
全提供の義務を国家が認識していないことが考
えられるからである。受入国のアクターがこの
義務を認識できるようになるためには、アク
ターのアイデンティティの変化が必要である。
受入国のアクターのアイデンティティ変化が
必要と主張するのは、アクターがある人間を同
じ集団のメンバーと認識すれば助け、そうでな
ければ助けないことが予想されるからである。
滝（２０１０）が述べる通り、国際人口移動に対応
することは受入国にとっての国際関係の一側面
である。国際関係のアクターにとってのアイデ
ンティティ、とくに集合的アイデンティティが
持つ意義の重要性について、国際政治学者の
ホール（１９９８）は、「社会的アクターの集合的
アイデンティティの変化は、システムを構成す
る集合的アクターの利害関心を変化させる」と
主張する(p．１６１）。ホールによれば、集合的ア
イデンティティはアクターに、自己が所属する
集団に対する忠誠心に基づいて行動し、その集
団を守り維持することを教える。忠誠心は、同
じ集団のメンバーに対してはこのような効果を
持つ一方、「助けるべき相手とそうでない相手
を峻別する機能も持つ」（ホール１９９８：１７３‐
４）。これゆえに、サッセン（１９９２）も指摘す
る通り、「民族・地域・国民などの垣根をこえ
た共通のアイデンティティ．．．を、いかにして
うちたてるか」が、国際人口移動の受入国にと
り重要な課題なのである（p．１７）。
こうした共通のアイデンティティの形成に向
けて、例えば「准構成員」概念を導入する可能
性が考えられる（Taki２００８）。「准構成員」とは、
移住者を、（国籍は持たないとはいえ）国民と
一定の程度共通したアイデンティティを持つ存
在１２）として取り扱おうとするものである。上述
したように「民族・地域・国民などの垣根をこ
えた共通のアイデンティティ」の必要性が知ら
れているが、国家の構成員として我々になじみ
が深いのは「国民」である。しかし移住者は「国
民」ではない。では、国家の「構成員」の条件
を、今日の世界政治の現実に合わせて変化させ
られないだろうか？「国民」と「世界市民」の
中間的なアイデンティティとして、「准構成員」
とでも呼ぶべきアイデンティティを共有するこ
とができないだろうか？この「准構成員」の概
念は、ある国の経済活動の影響力の及ぶ範囲
が、地域化とグローバル化の拡大の中で、実質
的に拡大している（ただし法律上の国境の変更
を必ずしも伴わない）場合があることを反映し
ている。さらには、近代国家形成の過程におい
て「国家」の形成が「国民」意識の形成に先立っ
た事例があること、すなわち、まず領域が形成
された後に、構成員の共通アイデンティティが
形成されるという順序で推移した事例があるこ
と（百瀬１９９３）にも呼応している。このような
認識の下では、移住者に対して安全を提供する
というアクターの行動の変化が起きることが可
能ではあるまいか。こうした構成員の共通アイ
デンティティの形成が求められる国は今日多数
存在することであろうが、特に現代の日本にも
必要とされる。
さて、本稿の読者がすでにお気づきの通り、
滝 知 則
４４
筆者は「現実」と「理想」の双方に注目するこ
との重要性（Carr１９８１）を意識して、本稿の議
論を進めてきた。原子論的な国際関係認識に
は、冷戦後の世界政治の現実にそぐわない側面
がある。これと比較すれば相関論的な国際関係
認識は、より「現実」的である１３）。原子論的な
国際関係認識を相関論的な認識に変えること
で、国際人口移動の受入国の主権行使のしかた
が、今日の世界政治の現実に沿った、公平で、
正義ある秩序１４）の実現の可能性を含んだものに
なることが期待される。
一方、国際人口移動を論じる際に、外国人差
別をなくすべきであるとの規範的な問題意識を
持つことが可能である。こうした問題意識を筆
者も持つ。また、外国人差別をなくすために、
国際人口移動の受入国は国民と移住者を同等に
扱うべきとうたう規範の重要性を、筆者も認識
している。ただし本稿は、規範の存在を所与と
しては取り扱わない（つまり規範があるから差
別をなくすべきだ、とは述べない）。世界政治
における変化の現実を踏まえ、世界政治のアク
ターに何ができるはずかを考えた場合、受入国
のアクターが上述の規範を取り入れてしかるべ
きであると、筆者は考える。世界政治における
変化が移住者と国際人口移動受入国にどう影響
しているかを現実的に理解したとき、規範の意
義が再確認されるのではなかろうか。
注
１）小林（２００６）によると，「満州」移民の構想段階
で農村の人口過剰問題が存在したことは事実であ
る．しかし移民が本格的に実施された１９３０年代まで
に「満州」移民の経済的必要性はなくなり，国内の
労働力はむしろ不足していたという．
２）第１次世界大戦以降の在日朝鮮人人口の推移は次
の通り．大戦中：５０００人台．１９１７年：１万人超．
１９２３年：８万人超．１９３０年：４１万９０００人．１９４０年：
１２４万人．１９４１年以降：２００万人近く（鶴園２００６：
２０２）．
３）戦前の日本が植民地にした台湾から日本への移住
者数とその状況については，筆者の今後の研究課題
である．
４）高崎（１９９３）は，１５０万人とする（p．xiv）．
５）北朝鮮との関係では，移住者の受入れよりもむし
ろ，「帰還事業」が実施された．帰還希望者１１万人
のうち，実際に帰国したのは約９万３０００人であっ
た．北朝鮮側には，朝鮮戦争後の復興のために労働
力を必要とした背景もあるという．なおこの事業で
の帰国者に同行した日本人配偶者と日本人家族は約
６，７００人という．帰国事業は，「韓国，日本，北朝鮮
の３カ国に及ぶ家族離散」をも生み出した（鶴園
２００６：２０５）．
６）なおヤマナカ（２００４）は，入国管理局職員の中に
朝鮮半島からの移住者の取り締まりに関与していた
戦前の特高警察の元担当者が含まれていたこと，そ
してこのことが，戦後設立された入国管理局が韓
国・朝鮮人を国内治安上の脅威として見たことに影
響したと述べている（pp．４７７‐８）．
７）１９５０年代から１９７０年代までの日本で，外国人労働
力の受入が行われなかった（行えなかった）事情に
ついての理解を補うために，旧西ドイツの経験に言
及したい．旧西ドイツは第二次世界大戦の敗戦国で
あるが戦後の経済復興を実現させた点において，日
本と似ているといえよう．さらに次に示すように，
理由と経緯が異なるとはいえ，戦後の経済成長に必
要とされた追加的労働力の供給源が「ドイツ人」か
ら外国人に移行した点は，日本の経験と類似してお
り，興味深い．
敗戦後の西ドイツは，１９５０年代後半から１９７３年ま
で，外国人労働者を受け入れた．戦後から１９５０年代
の終わりまでは，東欧諸国と旧ドイツ帝国東部地域
から，難民や新移住者が西ドイツに流入していた．
この労働力受入が，「ベルリンの壁」建設（１９６１年）
に伴って杜絶したことが，外国人労働力の受入を必
要とした理由である（木前１９８７：２２１‐２２３）．西ドイ
ツが移民労働者募集に関わる協定を結んだ相手国と
その締結年は次の通りである．イタリア（１９５５年），
スペイン（１９６０年），ギリシア（１９６０年），トルコ（１９６１
年），モロッコ（１９６３年），ポルトガル（１９６４年），
チュニジア（１９６５年），ユーゴスラビア（１９６８年）（広
渡１９９２：６４）．旧西ドイツに滞在していた外国人労
働者の数は，１９５６年には９５，０００人であったが，１９６６
年には１３０万人，そして１９７３年には２６０万人に増加し
た（Castles and Miller１９９８：７１）．敗戦後のドイツ
が移民労働者募集の協定を多くの国と結ぶことでき
たというのは，同時期の日本との比較において，筆
者にとって注目すべきことである．当時のドイツの
国際関係の構造的変化の反映としての国際人口移動と地域アイデンティティ構築の可能性――現代日本の事例の考察――
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国際関係と日本の国際関係との間にどのような相違
点と類似点があったのかは，今後の検討課題とした
い．
８）この言葉に括弧を付すのは，国家形成の過程にお
いては，いまだ「国内」ではなかった状況が考えら
れるからである．
９）国際人口移動（移住労働者）を「外的な力」とす
る見方は，例えば１９７０年代以降の日本のマスメディ
アの報道に，外国人労働者をめぐる諸問題の多面性
を伝えようとする努力が欠け，「『外圧』に単純化し
ている」側面があることにも表れている（卓１９９２：
３０）．
１０）弁納（２００６）は，２０世紀末の時点での東アジアに
おける労働移住の動向を世界システム論の観点から
説明する．日本，韓国ならびに台湾では，大量で安
価な工場労働者の供給地としての「農村」がほとん
ど消失し，これを補うために外国人労働者の移入が
始まった．一方中国や東南アジアでは「農村」から
の労働力の供給が続いている．こうした状況を踏ま
え弁納は，「東アジア共同体の形成は，東アジアに
おいて新たに『農村』の創出を期待したものと見る
ことができる」と述べる（p．１８１）．
１１）伊藤（１９９２）は，アジア女性が日本に到着しはじ
めた１９８０年代当時の入管や警察が，「ジャパゆきさ
ん」に関わる問題を彼女たちの人権問題とはとらえ
ていなかったと推察されることを，ある人身売買ブ
ローカーの発言の引用を通じて示している（p．３２５）．
１２）なおこの概念は，外国人と犯罪の問題（自然権の
問題）を考えるうえで一定の有効性を持つと考え
る．他の分野の外国人政策（社会権の問題）におけ
る「二級市民」扱いを認めるものではない．
１３）国家中心主義（Statism）が伝えがちな，国際関係
におけるアナーキーの存在を「客観的」にとらえる
立場からの「現実」ではなく，国際政治経済の知見
をも取り入れた，相関論的な国際関係認識に基づい
た，つまり構成主義の観点から見た「主観的な」（山
田・大矢根２００６）現実を意味する．
１４）この点は，ブル（２０００）の議論（特に第４章）に
基づく．国際人口移動の受入国（領域国）が領域内
に滞在する外国人に安全を提供しなかった（できな
かった）場合，そのような状況は「正義なき秩序」
と呼ばれてもしかたがないのではあるまいか．
付 記
本稿は，２００９年９月にウォーリック大学地域化・グ
ローバル化研究所にて訪問研究員として行った研究
に，一部加筆したものである（英文も CSGR Working
Paperとして近日中に出版予定）．
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